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れている。 1.モン族と自然資源管理に関する伝統的知識、 I. 持続可能な資源のラオスでの管理、および
rn.ラオスの開発援助プロジェクトの評価である。これらについて、文献調査及び国際機関(世界銀行及び
アジア開発銀行)と 2国間協力機関(日本国際協力機構と韓国国際協力団)が公開している情報を収集分析
し、関係組織からの開き取り等での確認を行い、統計整理を実施した。これらを総じて仮説の実証を行ったo
J モン族と自然資源管理に関する伝統的知識:
モン族が持つ伝統的な知識が現在の開発事業にどの程度適用されているかについて知るため、モン族の伝
統的な水資源利用について調査を行っている。特に、ラオス政府の資源管理政策において少数民族の参加が
行われているかどうかについて文献調査を通して検討した。
1I.ラオスにおける持続可能な資源管理:
文献調査からラオス政府にとって国際協力開発事業において公平な事業政策実行能力を拡大することが過
去の民族抗争を改善し平和な国家を構築してゆく上で重要であることを指摘した上で以下の調査を行ってい
る。政府の基本方針およびその実装と現実の隔たりについて調査を行い、少数民族の参加あるいはそのこと
への考慮との関わり、参加が考慮されている場合の政府政策及び施策実態との関わりについて特に水資源管
理に焦点を当て調査・評価している。その結果として、ラオス政府は少数民族の参加を奨励していること、
しかしその一方で国際協力開発事業の調整能力については疑問があることを指摘している。さらに、持続可
能な開発協力の重要な軸として、ラオス政府の実行力とステークホルダー調整やガバナンスが体系化されて
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いない事を指摘している。
m.ラオスの開発援助プ口ジェクトの評価:
既往文献から国連のミレニアム開発呂擦とラオスの国際開発協力事業との関わりについて考察を行い、
ニューミレニアム以来過去 10年間の経験の中で持続可能な開発には国際開発協力事業として参加型開発を
基準として盛り込む必要があることを指摘している。同時に、ラオスでの国際開発協力事業がどのように実
行されてきたかをミレニアム開発目標の観点から整理している。
その結果、国連のミレニアム開発目標 (MDGs)は、過去 10年間、世界の開発援助努力の取り組みを方
向付けてきたこと、このようなミレニアム開発目標を達成するために実際の開発プロジェクトにおける諸要
素とフィードバックについて評価することが重要であることを示した。また、本論文では、ミレニアム開発
自標の開発現場でどの程度満たされているかについてラオスの開発プロジェクトを事例として評価した。具
体的には世界銀行、アジア開発銀行、日本国際協力機構、韓国国際協力団のプロジェクトをサンプルとして、
プロジェクトの予算執行や各分野のミレニアム開発呂擦に対する達成度、合致度について整理した。
結果は、ミレニアム開発目標全体の8つの目標は、全般的に満たされておらず、いくつかの開発呂標、具
体的には初等教育の強化、環境整備などに対して集中的に予算が執行されていたことが確認された。また、
持続的な資源開発の鍵となるモン族など少数民族の地域住民参加型プロジェクトに対してはほとんど活用さ
れておらず、ラオス政府の事業実行・調整能力の不足が浮き彫りにされた。過去十年のラオス国内の開発協
力現場ではミレニアム開発目標は達成されていないことが示された。その一方で、世界銀行が2010年に発
表した世界開発指標では、ラオスは 8点満点の 6点の評価がなされており、全体的な開発目標はある程度達
成したと評価されている。このようにミレニアム開発目標と世界銀行の世界開発指標には議離があり、本研
究で示したように、ミレニアム開発目標を基準に、より調和的持続可能な開発と、そのための全体的な予算
執行の調整が必要になることを指摘している。
上述 3点(1、E及びIll)のアプローチからラオス開発協力の課題と対策を提言している。なにより、ラ
オスでは少数民族の割合が高いにもかかわらず、地域開発で少数民族を含む地域住民の参加率が低調であり、
少数民族を含む地域住民の参加型開発協力事業を推進する必要がある。また、ラオス政府の国際開発協力事
業の実行・調整能力を飛躍的に向上させる必要がある。開発援助機関による開発事業はそれぞれ独立に実施
されておりそれらの間の調整や協力・協同はなされていない。従って、開発援助機関や事業の調整と協同や
そのための情報や自的意識の共有を図りガバナンスの構築が必要であることを指摘している。
審査の結果の要旨
本論文は、ラオスでの開発協力の課題点を独自に指摘し、また国際協力での改善点を指摘した。これらは、
国連ベースの検討の際の参考にもなり、国際協調のコンセプトを認知させる好適な事例を示したといえる。
また近隣諸国でのODAについての効果や効率化の評価の参考にもなる。さらに、より広い地域に拡大した
事例適用が可能と考えられ、とりわけラオスと類似の紛争復興を目指す社会、経済、環境を持つ地域を対象
に研究の幅を広げる事ができると考えられる。このような具体的な事例に基づいて地域の汎用性を考慮に入
れた社会的課題、とりわけ持続可能な資源開発と国際協力事業のあり方について行われた研究は、重要であ
るにもかかわらずほとんど存在せず、研究から得られた直接的な成果に加え、その手法についても高く評価
される者である。以上から、当該論文は今後のODA評価での基幹的なアプローチを示し、博士論文として
高い価値があるものと評価される。
平成24年1月17日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもとに論文の審査及び最終試験
を行い、本論文について著者に説明を求め、関連事項について質疑応、答を行った。その結果、審査委員全員
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によって合格と判定された。
よって、著者は博士(環境学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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